



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(52) 宇賀克也『行政法概説 Ⅱ 第３版』（有斐閣、2011年）263頁。同旨、阿部泰隆『行政法
解釈学 Ⅱ』（有斐閣、2009年）262頁以下、芝池義一『行政救済法講義 第3版』（有斐閣、
2006年）101頁、藤田宙靖『行政法Ⅰ 第４版改訂版』（青林書院、2005年）458頁、園部逸夫
編『注解 行政事件訴訟法』（有斐閣、1989年）429頁～430頁〔村上敬一〕、塩野・前掲注
（31）187頁、小早川・前掲注（８）223頁。
(53) 最判平成４年４月28日民集46巻４号245頁《高速旋回式バレル研磨法》。高林龍「判解」
最判解民平成4年度（1995年）145頁、古沢博「判批」ジュリ1024号（1993年）261頁。
(54) 大阪地判平成17年６月24日・前掲注（47）169頁は、行訴法改正前の事案であるが、《高
速旋回式バレル研磨法》を引用しつつ、「その性質上、当該取消判決に係る訴訟の審理経過
ないし当事者の具体的主張、立証状況等によって拘束力の生じる範囲が左右されるものでは
ないと解するのが相当である。」として、取消判決の拘束力違反を理由に再度の非公開決定
を取り消した。太田幸夫「判批」判タ1245号（2007年）279頁。
(55) 村上・前掲注（26）268頁以下で、高速旋回式バレル研磨法事件等を素材に、行訴法一
般の取消判決の拘束力と審決取消訴訟におけるそれとの比較がなされている。
(56) 民事訴訟さながらの特許無効審判等を前審手続にもつ審決取消訴訟は、審理範囲・争点
が厳しく限定されている点で、通常の行政処分取消訴訟とは構造が異なる。また、具体的事
案をめぐる拘束力の及ぶ範囲は、行訴法における通説的理解のように一概に決せられない。
よって、高速旋回式バレル研磨法事件最高裁判決が、一般性を有する判断であるのかにはな
お疑問が残る。今後の検討課題としたい。塩月周平「判批」別冊ジュリ170号（2004年）120
頁、高林龍『特許法 第３版』（有斐閣、2008年）242頁～252頁。審決取消訴訟における取消
事由主張制限について中山信弘『特許法』（弘文堂、2010年）274頁～281頁、大渕哲也『特
許審決取消訴訟基本構造論』（有斐閣、2003年）401頁～424頁。
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義務付け訴訟の審理・判決のあり方からは別の評価もあり得
(57)
よう）。
Ⅲ．まとめ
以上の検討から、次のことがいえる。前訴において、行訴法37条の３第５項の
一義性に関する裁判所の判断、及び、行訴法37条の３第２項６号前段を適用する
とした裁判所の判断は妥当である。また、後訴における国賠法上の責任に関し
て、違法性を認定した根拠付けについては複数の問題点があり、よって、前訴判
決の拘束力を重視した行為規範違反があったとの理解に立てば、国賠責任を認め
ることは支持できないが、単に結論先取りの行政運用を非難する趣旨であったと
解すれば、理由づけにやや難はあるものの、国賠請求を認めた結論を支持するこ
とができる。もっとも、本件は、取消訴訟と義務付け訴訟が併合提起されている
事案における審理・判決のあり方等について、多くの示唆を含んでいる点でも意
義のある下級審判決といえ、他方で、当該規定の運用に関する先例がないなかで
の裁判所の努力には大いに敬意を払うものである。
【付記】本稿は「弘前大学若手研究者支援事業」による研究成果の一部である。
【追記】本稿脱稿後に本件控訴審（大坂高判平成22年９月９日判時2108号21頁、東
條吉純「判批」ジュリ1421号（2011年）109頁）に接した。控訴審は、取消請求に
つき、近畿運輸局長に不当な意図がなかった旨を判示する等して請求棄却し、そ
れと連動させて国賠請求も棄却している。また、取消請求における違法性判断の
基準時について、口頭弁論終結時点の新たな事実が、処分時における事実関係
（主要事実）を立証するための間接事実に該当する場合、処分時に見られない新た
な事実の援用は可能であるとの判断を示した。控訴審判決が未公表の段階では、
神橋一彦教授のご厚意により判決文を目にすることができた。記して謝意を申し
上げたい。
なお、本稿校正中に、横田明美「判批」自研87巻６号112頁に接した。また、国
賠法１条の違法性に関連して、宇賀克也「公権力発動要件欠如説について」自治
実務セミナー50巻６号（2011年）28頁が公表されており、今後の議論の動向が注
目される。
(57) 塩月周平「第二次審決取消訴訟からみた第一次審決取消判決の拘束力」永井紀昭・安江
邦治・岩崎幸邦編『秋吉稔弘先生喜寿記念論文集知的財産権―その形成と保護』（新日本法
規出版、2002年）103頁。
早法86巻４号（2011）342
